
○北杜市土砂の埋立て等の処理に関する指導要綱
平成22年2月25日
告示第11号
(目的)
第1条　この告示は、市内において行う土砂の埋立て等について必要な事項を定めることにより、災害の防止及び生活環境の保全を図ることを目的とする。
(定義)
第2条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　土砂等　廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号)第2条第1項に規定する廃棄物以外のもので、土地の埋立て、盛土及びたい積行為の用に供するものをいう。
(2)　土砂の埋立て等　土砂等による土地の埋立て、盛土及び土砂等のたい積(製品の製造又は加工のための原材料である土砂のたい積を除く。)をいう。
(3)　事業　土砂等による土砂の埋立て等を行うことをいう。
(4)　事業区域　事業を施行する土地の区域をいう。
(5)　事業主　事業区域の土地の所有者、占有者、及び管理者をいう。
(6)　事業施行者　事業を施行する者をいう。
(7)　事業の高さ　事業を行う前の地盤面の最も低い地点と、事業によって生じた地盤面の最も高い地点との垂直距離をいう。
(適用範囲)
第3条　この告示は、事業区域の面積が500平方メートル以上の事業について適用する。ただし、施行中の事業が500平方メートル未満の事業であっても、新たにその事業区域に隣接又は近接(事業によって生じたのり尻からの水平距離が、事業の高さの2倍以内にある位置)して事業を施行する場合は、施行中の事業の事業区域の面積を合算して500平方メートル以上となるものを含むものとする。
2　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業については、適用しないものとする。
(1)　土地の造成その他事業の区域において行う土砂の埋立て等であって、当該事業の区域において採取された土砂等のみによるもの
(2)　事業の高さが、1メートル以下の事業
(3)　採石法(昭和25年法律第291号)又は砂利採取法(昭和43年法律第74号)の認可に係る土地の区域において採取された土砂等のみによる土砂の埋め立て等
(4)　国、地方公共団体及びその他の公共団体又は公共的団体の行う事業
(5)　その他公益性のある事業で市長が特に認めたもの
(事業主等の責務)
第4条　事業主及び事業施行者(以下「事業主等」という。)は、当該事業を施行するにあたり、関係法令を遵守し災害を未然に防止し、生活環境を保全するための必要な措置を講じなければならない。
2　事業主等は、土地周辺関係者の理解を得るとともに、当該事業に起因する紛争及び苦情が生じたときは、誠意をもってその解決にあたらなければならない。
(事前協議)
第5条　第3条の規定に該当する事業を行おうとする事業施行者は、事業に着手しようとする30日前までに、市長に事前協議書(様式第1号)を提出しなければならない。
2　前項の事前協議書には、次の各号に掲げる図書を添付しなければならない。
(1)　事業計画書(様式第2号)、位置図(縮尺25,000分の1以上)、土地公図写(事業区域を含む土地及びその隣接地)、搬入経路図、事業区域の平面図、縦横断図、土量計算書、工程表、跡地利用計画平面図、構造図、事業区域を含む土地の全部事項証明書、隣接する土地の登記事項要約書
(2)　事業主と事業施行者が異なる場合にあっては、事業主の承諾書
(3)　事業区域に抵当権が設定されている場合にあっては、その抵当権者の同意書
(4)　事業施行予定地に隣接する土地所有者の同意書。隣接地が事業施行予定地と同一の事業主又は事業施行者の所有する土地(賃借を含む。)である場合にあっては、その土地に隣接する土地所有者の同意書とする。
(5)　事業施行予定地に関係する地域(地区)の同意書
(6)　その他市長が必要と認める書類及び図面
(審査)
第6条　前条の規定により受理した事前協議書は、関係各課の審査に付すものとする。
2　前項の審査において、事前協議書の審査のため必要があると認めるときは、事業施行者に対し説明を求めることができる。
(計画変更等の指導)
第7条　市長は、前条第1項の規定による審査結果に基づき、必要があると認めるときは事業主等に対し、事業を行うに当たっての留意事項又は計画変更の指導を審査指導書(様式第3号)により通知するものとする。
2　事業主等は、審査指導書に対する回答書を市長に提出するものとする。
(事前協議済書)
第8条　市長は、第6条に基づく審査の結果、事業の施行がこの告示の目的に反しないものと認めたときは、事業施行者に対し事前協議済書(様式第4号)により通知するものとする。
2　市長は、前項の事前協議済書に、必要により条件を付すことができる。この場合、市長は条件の履行を確保するための協定を事業主等と締結するものとする。
(事業の変更)
第9条　事業主等が、前条第1項の事前協議済書を受け取った後に事業の変更をする場合は、市長に事業変更協議書(様式第5号)を提出するものとする。
2　前項の変更の届出については、第5条から前条までの規定を準用する。
(事業開始及び完了の届出)
第10条　事業主等は、第8条の通知を受けた後、事業を開始したときは速やかに事業開始届出書(様式第6号)により、市長に届け出るものとする。
2　事業主等は、事業区域内の見やすい場所に事業内容を明示した事業表示板(様式第7号)を設置しなければならない。
3　事業主等は、事業が完了したときは速やかに事業完了届出書(様式第8号)により、市長に届け出るものとする。
(調査)
第11条　市長は、必要に応じて事業施行状況を調査することができる。この場合において、事業施行者は、この調査に立ち会わなければならない。
2　市長は、調査により改善を要する事項を確認したときは、事業施行者に対し、事業の中止又は必要な措置を勧告することができる。
(防災等の措置)
第12条　事業主等は、事業を中止又は廃止しようとするときは、既に実施された事業によって生ずるものと予想される生活環境への支障又は災害を防止し、かつ、事業区域周辺の土地利用に支障を及ぼさないよう万全の措置を講じなければならない。
2　前項の措置が、事業施行者により講じられない場合には、事業主がこれを行わなければならない。
(事業の中止勧告)
第13条　市長は、第5条第1項の規定する協議を行わない等、この告示に従わない事業主等に対して、事業の中止を勧告することができる。
2　市長は、前項の勧告に生活環境の保全及び災害防止のための必要な措置を付することができる。
3　市長は、前項の措置が事業施行者により講じられていないと認められる場合には事業主に対して必要な措置を勧告することができる。
(事業の完了検査)
第14条　市長は、第10条第3項の届出があったときは、事業の完了検査を実施するものとする。
附　則
(施行期日)
1　この告示は、平成22年4月1日から施行する。
(経過措置)
2　施行日の前日までに、北杜市廃棄物及び残土等の処理に関する指導要綱の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。
PAGE  

